Ⅱ　災害ボランティアセンターの設置運営 
１　設置について
（１）設置主体
　　災害が発生した際に、△△（※社協等）は○○災害対策本部（行政）と密接な連携のもとに協議し、必要に応じ○○災害ボランティアセンターを設置する。
　　なお、必要に応じ、□□（※ＮＰＯ等）に運営協力を要請するものとする。

	〔 ポイント！〕
・災害ボランティア活動、センター運営は地元の行政や関係団体との連携・協働が欠かせないため、行政との信頼関係が構築されており、中立的な立場で日常から関係団体等と組織的なネットワークを持つ地元の民間団体（市町村社協等）が中心となることが望ましいでしょう。

・制度的に社協が災害ボランティアセンターの設置・運営を担うと決まっている訳ではなく、災害時には要配慮者や介護保険事業等の社協事業利用者の安否確認等、かかる負担を認識した上で、地域のボランティア団体・ＮＰＯ、青年会議所、日本赤十字社、中間支援組織などがそれぞれの強みを活かした災害ボランティアセンターの設置・運営を支援する仕組みを検討し、明確に各市町村の地域防災計画等において、位置付けておくことが重要です。

	（参考）【社協が災害ボランティアセンターを設置する意義】
[image: ]１　日常的に住民・市民と接している。
２　行政や幅広い機関・団体とも関係を構築している。
３　福祉サービス事業者として要援護者を把握している。
４　全国的なネットワークを有している。
５　民間としての機動力がある。
６　これまで社協として災害支援のノウハウを蓄積している。
７　そもそも使命として、地域の生活課題を把握し、解決する役割を有している。
８　閉所後は、社協の本来機能である地域福祉推進の観点から、被災者の生活支援、被災地の復興支援にあたる。
９　こうしたことにより、社協が担うことの合意が、関係者で一定なされている。
 
出典：社会福祉法人全国社会福祉協議会全国ボランティア・市民活動振興センター 
平成２５年度ボランティア・市民活動支援実践研究会「社協ボランティア・市民活動センター 当面の取り組みの提案」（平成２６年３月）より











（２）設置判断
○○災害対策本部設置後、住民の被災状況等から災害ボランティアによる救援が必要であると認められる場合、△△（※社協等）は、災害対策本部と災害ボランティアセンターの設置について協議を行い、設置の判断を行う。

	〔 ポイント！〕
・北海道災害ボランティアセンターが派遣する初期支援チームや被災地のボランティアセンター活動が豊富な災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援Ｐ）（詳細はホームページ参照：http://www.shien-p-saigai.org/）とも設置について協議していくことが大切です。

・局所的で小規模な被災の場合は、災害ボランティアセンターを設置せず、通常のボランティアセンターで対応することも念頭に入れておきます。

・設置が決定した場合は、広報誌、チラシ、ホームページを活用し、地域住民、ボランティア、関係機関・団体へ周知をします。併せて北海道災害ボランティアセンターへも報告します。

・災害ごとの被災の規模や被災者のニーズによって基準は異なるため、明確な基準はありませんが、被災状況による設置判断として下記の例も参考になります。
	
	被災状況
	救援活動の体制

	レベル１
	・比較的、局所的な小規模災害
• 一部地域で家屋が半壊
• 一部地域で多数の床下浸水
• ライフラインがほぼ正常稼動
• 一部地域で住民が避難
	• 被災地の市町村社協等が中心となって災害救援活動を展開
• 通常のボランティアセンターを活用
• 道社協は、後方支援を行う

	レベル２
	・比較的局所的だが、中規模な災害
・一部地域で家屋が全壊・半壊
・一部地域で多数の床上・床下浸水
・ライフラインがほぼ正常化稼働
・一部地域で住民が避難
	・災害ボランティアセンター設置の検討
・ニーズ調査を行い、状況によって、ボランティア募集を判断する
• 被災地の市町村社協と調整し、道社協より道内社協へ職員派遣を要請

	レベル３
	・中規模災害
• 市町村内で多数の家屋が全壊・半壊
• 市町村内で多数の床上・床下浸水
• ライフラインが一部寸断
• 一部地域で人的被害あり避難所が開設
• 交通網が一部でマヒ
	・被災地に災害ボランティアセンター設置
・発生直後から数週間はニーズも多く、道社協と道内市町社協で応援体制をとる
• 被災地の市町村社協と調整し、道社協より北海道・東北ブロックはじめ全国の社協へ職員派遣を要請

	レベル４
	・激甚災害により道内大部分が被災
・広域で多数の家屋が全・半壊や床上・床下浸水、死傷者多数、避難所が開設
・ライフラインが広範囲にわたり途絶
・幹線道路や鉄道など交通網がマヒ
	・被災地に災害ボランティアセンター設置
・全国の社協による職員派遣など支援体制をとる


※秋田県社会福祉協議会『市町村災害ボランティアセンター設置運営マニュアル作成ガイドライン』
（平成２４年１０月）Ｐ８を一部修正のうえ引用


　（３）設置場所
　　　○○災害ボランティアセンターの設置場所は◆◆（※設置場所）とする。当該施設が被災等により使用できない場合は、○○災害対策本部と協議の上、他の場所に設置する。

	〔 ポイント！〕
・災害対策本部との情報共有やボランティアの移動に要する時間短縮などの観点から、①被災現場近い、②一定の期間利用が可能、③地元以外のボランティアが来訪しやすいような利便性が良い、④多くのボランティアの受付や活動用資機材の物資保管スペースがある、⑤大型車両にも対応できる駐車場がある等の場所を検討しておきましょう。

・避難所として使用される公共施設は極力避けた方が良いでしょう（被災者にストレスを与えないため）。また、被災状況によっては、候補地が使用不可になる場合も想定し、事前に複数の候補地を選定しておくことが大切です。

・災害ボランティアセンターが冬期間に設置される場合に備え、暖房設備がある（用意できる）ことや資機材置場等にテント設置が難しい場合の想定（物置やプレハブがある等）もしておきましょう。




（４）運営資金
　　　○○災害ボランティアセンターの運営にかかる資金は、下記を活用する。
①　災害等準備金（実施主体：北海道共同募金会）
②　災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援P）による支援金
③　その他（企業や個人からの寄付金）

	〔 ポイント！〕
・①の災害等準備金は、各都道府県共同募金会が災害に備えて赤い羽根共同募金の一部（３％）を積立て、被災地における災害ボランティア活動の支援に助成する仕組みです。概算払いが可能で、助成基準額は３００万円（複数回の申請が可能）であり、災害ボランティアセンター運営に関わる幅広い経費が助成対象となっています。（詳細は社会福祉法人中央共同募金会ホームページ「災害救援」参照の例http://www.akaihane.or.jp/about/support/index.html）
	【助成対象経費の例】
	<購入可能>
	<原則レンタル対応>
	<設備工事・管理経費>

	・少額の機器
・事務用品、消耗品
・レンタル対応不可の備品
（発電機/トランシーバー）
	・車両（移動用、運搬用）
・ユニットハウス（プレハブ）
・仮設トイレ
・大型プリンター、コピー機
・パソコンと周辺機器
	・水道、電気、電話設備工事費
・水道、電気、電話使用料
・インターネット接続料
・車両燃料費
・ボランティア保険料


　こうした経費は代表的な例であり、活動状況によってこれ以外に助成することも可能


　※全国社会福祉協議会『平成29年度災害ボランティアセンター運営者研修』資料を参考に作成

・②の助成金は、日本経団連１％クラブが会員企業に呼びかけ、災害ボランティアセンター支援、中長期的な被災地主体の復興プロジェクト経費等への助成のため、企業の寄付や社員募金の受け入れを実施するものです。

・あらかじめ災害活動対策基金等を設けるなど、災害ボランティアセンターの活動を周知し、住民等の理解を求めて、主旨に賛同する寄付を募集することも考えられます。



（５）活動資機材
[image: ]○○災害ボランティアセンター運営にかかる活動資機材の調達は、下記に協力を要請する。
①　○○災害対策本部
②　○○青年会議所
③　災害ボランティア活動支援プロジェクト会議（支援P）
④　道社協及び道内市町村社協
⑤　その他（災害関係NPOや企業等）

	〔 ポイント！〕
・災害発生時には、ホームセンターに活動資機材が不足（売り切れ）する場合があります。すぐに調達できるよう、地元の行政・団体・企業等と事前調整しておくことが大切です。

・備品・事務用品などは、災害ボランティアセンター運営用として、通常業務とは別に用意することが望ましいでしょう。

・活動資機材は種類や数量が多いので、管理票等を作成し管理を行うことが大切です。なお、「購入したもの」「無料借用したもの」「有料借用したもの」「寄付されたもの」に分類しておくようにしましょう。以下、想定される活動資機材リストです。
	１　センター運営用備品・事務用品等

	　□コピー機　□電話・FAX　□携帯電話　□パソコン・プリンター　□机・椅子　

	　□ホワイトボード　□拡声器　□発電機　□テレビ・ラジオ　□デジタルカメラ

	　□車両（軽トラック、ワゴン車）　□自転車　□テント　□ブルーシート

	　□文房具等　□地図（広域・住宅）　□懐中電灯　□乾電池　□電話帳

	　□ウェットティッシュ　□ロープ　□救急医療品（風邪薬、傷薬、絆創膏等）

	　□携帯充電器　□名札・腕章　□毛布・寝袋　□給水機・タンク　□水・飲料水

	　□ポータブルストーブ　□不凍液

	２　ボランティア活動用資材（サイズ等・形状は複数あることが望ましい）

	　□ほうき　□ちりとり　□バケツ　□雑巾　□モップ　□デッキブラシ　□くわ

	　□たわし　□熊手　□ジョウロ　□ホース　□拭き掃除用洗剤　□土嚢袋

	　□スコップ（丸、角、ミニ）　□バール　□金づち　□釘抜き　□ノコギリ　

	　□ドライバー　□チェーンソー　□リヤカー　□一輪車　　□防塵マスク

	□ゴーグル　□軍手・ゴム手袋　□カッパ　□長靴　□脚立　□ヘルメット

	□融雪剤（塩化カルシウム）　□つるはし　□スコップ（除雪用）





２　運営について
（１）組織体制【例示】
　　次の班を設置する。ただし、災害の規模や人員状況により兼務、または担当業務を細分化することもある。

○○災害ボランティアセンター組織図


センター長



副センター長

　　



ニーズ班
マッチング班



総務班
ボランティア受付班
資材管理班




（２）運営スタッフ
①　センター長
センター全体の総括、マスコミや行政等関係機関の対応
　　②　副センター長
事務関係の総括、センター長の補佐・代理
　　③　班員
災害ボランティアセンター運営経験のある社協職員等
なお、運営が長期にわたる場合は、北海道災害ボランティアセンター（道社協）に対し、道内市町村社協職員の応援派遣を要請する。

	〔 ポイント！〕
・センター長と副センター長は、活動の性格上、緊急に判断を要する場合や関係機関・団体と調整する場合があるため、ある程度、常勤的に従事できる方が望ましいでしょう。

・道社協と市町村社協では、道内において災害が発生した場合の被災地域の市町村社協の救援活動を支援するために「災害救援活動の支援に関する協定」（参照：Ⅲ 関係資料集）の締結を進め、社協職員の現地災害ボランティアセンター支援体制に努めています。





（３）一日のタイムスケジュール
　　一日のボランティア・運営スタッフの活動の流れについては、下記を基本とする。

【一日の活動の流れ（例）】
	時間
	ボランティア
	運営スタッフ
	備考（注意点）

	8:00
	
	・全体ミーティング・班ミーティング
▽本日のスタッフ紹介
▽スタッフ役割確認
▽本日の活動確認
▽その他（留意事項等）
	

	8:30
	・来所、受付
	・ボランティア受付

	

	9:00
	・オリエンテーション
・マッチング（活動決め）
ボランティア送り出し

	・オリエンテーション
・マッチング（活動決め）
・資機材貸出、配車
	・一番慌ただしい時間帯なので、随時人数不足の班に協力する


	9:30 
	午前活動

	問い合わせ等電話対応
ニーズ調査

	

	
	
	
	

	12:00
	昼食・休憩

	
	・スタッフは交代で昼食を取る

	13:00
	午後活動

	問い合わせ等電話対応
ニーズ調査

	

	
	
	
	

	15:30
	・活動終了準備
	ボランティア戻り、対応準備（配車等）
	

	16:00
	・センター戻り
・活動報告書の提出
	・活動報告書受理と聞き取り
・資機材返却対応
	

	17:00
	・解散
	・全体ミーティング・班ミーティング
▽各班申し送り
▽翌日スタッフ役割分担
▽活動終了スタッフ紹介
▽その他（留意事項等）
	


	18:00
	
	・後片付け／終了
	



　　※ボランティアの活動時間等を含めてスケジュールは、日によって柔軟に変更する必要がある。
（猛暑、冬季による活動時間の短縮等）
　　

（４）各班の業務内容
【総務班】
①　センターの運営管理、体制の整備、業務の調整
②　○○災害対策本部、北海道災害ボランティアセンター、関係機関との調整
③　総合窓口（電話等の初期対応、ボランティア活動者・依頼者の初期対応）
④　広報・情報発信（ホームページ、ＳＮＳ、チラシ等によるボランティア募集）
[image: ]⑤　マスコミ対応
⑥　物資の受付、調達、配分
⑦　会計事務（センター会計の他、助成金の申請等）
⑧　スタッフミーティングの開催、進行
⑨　運営スタッフ（班員）のローテーション管理
⑩　活動の記録、統計、報告（○○災害対策本部・北海道災害ボランティアセンター）
⑪　救護（病気・けがへの救急対応）
⑫　その他、他班に属さない事柄

	〔 ポイント！〕
・総務班は、センターの要として災害対策本部との連絡調整、外部からの問い合わせ等、他班の業務の動きも把握する必要があるので、可能な限り地元スタッフが関わることが望ましいでしょう。

・様々な問い合わせ等、総務班だけでは対応できない問題は、センター長・副センター長に随時相談し、抱え込まないようにしましょう。また、特別な相談・苦情等があった場合は、相談・苦情対応報告書（参照：Ⅲ 関係資料集）に記載しておくと、次に同様の場合に対応できることもあります。

・④の広報について、既存のホームページやフェイスブック等のSNSを活用していきますが、的確な情報が伝わるよう、発信には十分な配慮が必要です。特にボランティアの募集に関しては、活動規模によって、募集の範囲（市町村内、近隣市町村内、振興局管内、道内）を定めることが重要です。また、食事や宿泊の場所、来訪の手段や経路などを掲載しますが、活動は自己完結が基本であることを必ず明記します。（東京ボランティア・市民活動センター発行『災害ボランティアセンターにおける広報ガイドライン』平成27年3月発行が参考になります。https://www.tvac.or.jp/news/35261）

　・⑤のマスコミ対応は可能な限り、センター長（不在の場合は副センター長）が対応するのが良いでしょう。複数の人間が関わると情報が錯綜する原因になる場合があります。

・⑧のスタッフミーティングは、通常活動前（朝）と活動終了後（夕方）の２回実施します。朝は本日の業務の確認とその日から関わるスタッフの紹介、夕方は活動を各班から報告してもらい、反省点や問題点を確認し、翌日スタッフの役割分担をし、活動終了のスタッフにお礼を伝えます。また、センター運営支援経験のあるスタッフには、運営の中核に関わってもらいましょう。

・⑩に関して、ボランティア活動者数、依頼件数等は現状を正確に伝えていくうえで重要な数字となるため、迅速にかつ適正に集計し、活動終了後速やかに報告しましょう。なお、報告に当たっては、必要に応じて活動実績票（参照：Ⅲ 関係資料集）を使用します。

・企業等のボランティア休暇等を利用して活動いただいたボランティアには、申し出により、ボランティア活動証明書（参照：Ⅲ 関係資料集）を発行します。




[image: ]【ニーズ班】
①　被災者ニーズの受付（来所、電話、避難所への訪問等）
②　被災者ニーズの調査・発掘（アウトリーチ）
③　ニーズ集計（継続ニーズ、終了ニーズ）

	〔 ポイント！〕
・ニーズ班は、被災者と災害ボランティアセンターの最初の接点になることから、対応に十分留意するとともに、被災者が必要とするニーズを正確に聞き取ることが大切です。

・①に関して、ボランティア依頼票（参照：Ⅲ 関係資料集）等に沿って、活動内容を聞き取っていくと良いでしょう。完成した依頼票はマッチング班に渡しますが、細かいニュアンスは口頭にて補足します。また、必要に応じて活動場所の地図や写真を添付したり、依頼者の承諾を得て、活動場所の写真を撮ると良いでしょう。

・①に関して、電話による依頼の場合は、必ず現場を見てから判断しましょう。「危険な作業、営利活動に関するもの、政治活動や宗教活動に関するもの」に該当する場合は、丁重にお断りすることも必要です。（豪雪災害にて災害ボランティアセンターを設置した場合の、屋根の雪下ろし作業等が危険な作業に当てはまります。）

・①に関して、災害により田畑や商店（営利活動）などが被害にあり、ボランティア活動への依頼があった場合は、まず行政の関係部署やＪＡなどの関係団体における対応を確認・協議しましょう。場合によっては、それがその人や地域住民の生活に直結する場合には活動することもあります。

・判断に困る場合は、他のスタッフに相談したり、ミーティングにて検討するなどして、後日回答しましょう。

　・②に関して、センターの周知が行き届いていない場合やボランティアを受け入れることに対する遠慮のある方もいます。民生委員や自治会役員等と一緒に回ることで、潜在ニーズの発掘に努めるなど工夫をしましょう。

　・被災世帯や被災状況等をもとに、活動の緊急度（優先順位）を決めていきます。




[image: ]【ボランティア受付班】
①　ボランティア受付（来所時）
②　ボランティア数の集計
③　ボランティア活動保険の加入受付、手続き
④　名札等の着用依頼
⑤　待機場所への案内、誘導

	〔 ポイント！〕
・受付班は、被災地に来たボランティアと最初に接する受け入れ窓口となるため、感謝の気持ちをもって接するように心がけましょう。

・①に関して、ボランティア受付票【個人用・団体用】（参照：Ⅲ 関係資料集）に必要事項を記入してもらいましょう。なお、個人で２回目以降の活動参加の場合で情報に変更が無い場合は、最低限の情報（名前、携帯電話）だけを記載してもらうことでも良いでしょう。
　なお、専門技術を持っている場合は、マッチング班へ伝えておきましょう。

・③に関して、ボランティア活動保険未加入者に対しては、受付にて加入の申し込みをします。なお、あらかじめホームページ等にて、ボランティアの地元の社会福祉協議会で加入してから来ていただくように周知すると受付業務がスムーズになります。（ボランティア活動保険については、下記に詳細が掲載されています。）
（https://www.fukushihoken.co.jp/fukushi/front/council/volunteer_activities.html）

・④に関して、センターを通じたボランティア活動者ということがわかるように、シール等の名札やゼッケン等の着用をしていただきましょう。また、スタッフはスタッフということがわかるように、ビブス等を着用します。

・ボランティア活動説明書（参照：Ⅲ 関係資料集）を待機している間に、読んでいただくように伝えましょう。

（シール名札とビブスのイメージ：平成28年度台風10号等災害にて使用）
　　　（シール名札：ボランティア着用）　　　　　　　　 （ビブス：スタッフ着用）
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※北海道共同募金会の災害等準備金で作成


【マッチング班】
①　依頼者とボランティアの連絡調整
②　オリエンテーション
③　ボランティアとニーズのマッチング、グループ編成、活動場所の説明
④　送り出し（送迎車や自転車の手配の必要性の検討）
⑤　ボランティアからの活動報告書受理と聞き取り

	〔 ポイント！〕
・マッチングは、被災者からの様々な支援ニーズとボランティアの活動希望を結びつける役割を担い、需給のミスマッチを最小限に防ぐことに心がけます。

・①に関して、依頼者には、事前にボランティア活動に行ける旨の連絡をします。（その際、当日ボランティアが少ない場合は活動が中止になる場合もある事も伝えておきます）

・②のオリエンテーションでは、ボランティア活動に来ていただいたお礼と一日の活動の流れ、活動にあたっての注意事項を説明します。

・③のマッチング方法として、過去の災害では主に３つの方法が行われています。平成２８年の台風10号等災害による災害ボランティアセンターは、下記の❶の方式が取られました。
　　❶ 手上げ方式
（スタッフがニーズを紹介し、ボランティア自身が挙手により活動を選ぶ）
　　　❷ ポストイット方式
　　　　（掲示板にニーズを掲示し、ボランティアが自身の氏名を書いたポストイットを貼る）
　　　❸ 手配方式
　　　　（スタッフがボランティアの人数や特徴を判断し、適切と思われるニーズを選択）
　
　・③に関して、マッチングが終了し、活動が決定したら、グループ内でこれまでのボランティア活動経験の有無等を考慮し、リーダーとサブリーダーを決めてもらいます。リーダーとサブリーダーにはボランティア依頼票・ボランティア活動報告書・依頼者への御案内（チラシ）（参照：Ⅲ 関係資料集）を渡します。

　・④に関して、活動場所が災害ボランティアセンター近郊であれば、徒歩で行っていただきますが、距離がある場合は、以下の手段で対応します。なお、活動場所が遠方の場合は、あらかじめマッチングの際に車で来ているボランティアには遠方に行っていただくように調整することも念頭に入れます。
	■車で来ているボランティアに活動場所まで送迎していただく。
■近隣の社協、行政、福祉施設などから車両（乗用車、バス、自転車）を借りる。
■バス会社、レンタカー会社等の企業から車両を借りる。


・⑤に関して、活動終了後、リーダー・サブリーダーからボランティア活動報告書を提出してもらいます。その際、活動が未完了（継続）の場合は、再度ニーズ班と連携を取って対応します。また、被災者の状態も（生活の様子、体調等）もさりげなく聞いておきます。


【資材管理班】
①　活動用資機材・物資の管理、貸出
②　駐車場への誘導・案内
　　　
	〔 ポイント！〕
・資材管理班は、ボランティア活動に必要な資材の調達とボランティアへの資材等の貸し出し、在庫管理を行います。必要に応じて貸出物品管理票（参照：Ⅲ 関係資料集）を使用します。

・①に関して、リーダー・サブリーダーからボランティア依頼票（参照：Ⅲ 関係資料集）に基づき、必要資機材を確認し、資材の使用方法、注意事項を説明したうえで貸出します。

・①に関して、活動終了後、必要に応じ、帰ってきたボランティアに資機材の洗浄を依頼します。

・①に関して、活動終了後に、破損等により資機材や消耗品が不足する場合は、総務班と相談の上、補充します。

・②に関して、車で来訪するボランティアや関係者に対して、駐車場への誘導や案内を行います。
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（５）センター内レイアウト
センター内のレイアウトは、下記を参考に、運営スタッフが協議し決定する。
なお、時間の経過による被災者の状況、センターの縮小等により、適宜見直すこととする。
[image: ]

	〔 ポイント！〕
・最低限必要なスペースは、事務スペース、ボランティア受付スペース、ボランティア待機（休憩）スペース、支援物資置場、資材置場です。ボランティア待機（休憩）スペースは広く確保することが必要です。

・災害やボランティア参集の規模により、柔軟にレイアウト変更することが大切です。

・災害時は多くの方が出入りするため、貴重品の管理も重要です。



（６）閉所判断
○○災害ボランティアセンターの閉所については、○○災害対策本部とその他関係機関等と慎重に合意形成を図りながら、タイミングを見極め、センター長が決定する。 

	〔 ポイント！〕
　・閉所前に、設置場所の現状復旧、物資・活動資機材や資金の処理、会計の精算等の残務処理、さらに必要があれば活動の継続方法（対応を終えていないニーズや日常的支援を通常のボランティアセンターに引き継いで活動する等）を災害対策本部や関係機関等と協議しておきます。

・閉所が決定した場合、広報誌、チラシ、ホームページを活用し、地域住民、ボランティア、関係機関・団体へ周知をします。併せて北海道災害ボランティアセンターへも報告します。

・被災者及びボランティアに関する資料については、個人情報の取扱いに留意し、保管します。

・閉所に伴い、災害ボランティアセンターマニュアルを更新・見直ししていくことが大切です。
なお、これまでの災害を例にすると、豪雨災害は２～３週間、地震災害の場合は２～３か月程度の開設期間であることが一般的です。

・災害ごとの被災の規模や被災者のニーズによって基準は異なるため、明確な基準はありませんが、閉所における判断の考え方・確認の視点として、下記が参考になります。

	1 災害により生じた被災者の当面する生活課題が解決し、ある程度、自立（自立で生活）できるようになると、災害ボランティアによる支援も必要性が低くなってくる。この時、必要以上に支援を継続することは、被災者の自立への妨げにもなりかねない。あくまで災害ボランティアによる支援は、緊急、一時的なものと考える必要がある。

	2 判断にあたっては、被災地の復旧状態、特に、自治会等の地域組織の立ち直りや再生の状況、被災者の自立、あるいは復興へ向けた意欲や活動などを、行政や関係機関・団体において確認する必要がある。

	3 全ての被災者が、同時に自立できるようになるわけではなく、また、支援から取り残される被災者もいることから、支援を要する被災者への活動の継続は必要である。このため、地域組織や地元のボランティアへの円滑な支援活動の意向や引継ぎが可能かどうかも確認する必要がある。
※地域組織や地元ボランティアへの活動の移行や引き継ぎは、閉鎖後に行うのではなく、閉鎖を検討する必要性が生じた時から、閉鎖を前提に協議や準備を進めておく必要がある。


※滋賀県災害ボランティア活動連絡会『現地災害ボランティアセンター設置運営マニュアル』（平成１９年１月）
Ｐ３７より引用
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